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出所：QUICK 作成：岡三証券
※8月14日までに通期決算を発表したTOPIX採用銘柄のうち、

18/3期より継続して売上高と営業利益のデータ取得が可能な3月期決算企業。

24/3期1Qは前年同期比6.9％増収、同16.4％営業増益

3月期企業の決算発表が一巡した。8月14日時点で、3月期企業の
23年度第1四半期決算は、前年同期比6.9％の増収、同16.4％の営
業増益となった。

半導体不足の解消などを追い風に、自動車関連企業が相次いで
好決算を発表した。また、PCやスマホ向けなどで苦戦が目立つ半
導体や電子部品企業などからも、7-9月期以降の業績に対しては前
向きなコメントがみられた。

一方、減収減益企業の比率が上昇している点は注意を要しよう。
今回の決算では、中国事業に苦戦する企業が多かったほか、欧米
の景気動向への警戒感もジワリと強まっている。経営陣による事業
の先行き不透明感は根強いようだ。今後は、企業の稼ぐ力に加え、
事業成長の継続性も注目されよう。

「稼ぐ力」を武器に安定的に業績を拡大する企業に注目

次頁より、①東証上場企業の3月期企業のうち、実績・会社計画共

に増収・営業増益を発表した主な企業のうち、営業利益会社計画に
占める1Q時点の進捗率が高い企業（p.2)と、②今回の決算で売上
構造の変化や構造改革の進展などが見られた注目銘柄（p.3-9）を
紹介する。

個別企業の業績動向を軸にした銘柄戦略が活発化する中、今後
は主力事業に対して「良い変化」が確認できた企業への関心が一段
と高まろう。安定成長が期待できる企業を選好したい。

1

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
決算で「良い変化」が確認できた企業をピックアップ！

売上高と営業利益（前年同期比伸び率）

増収増益企業の割合の推移

出所：QUICK 作成：岡三証券
※8月14日までに通期決算を発表したTOPIX採用銘柄のうち、

18/3期より継続して売上高と営業利益のデータ取得が可能な3月期決算企業。利益は営業利益
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出所：QUICK 作成：岡三証券
※伸び率は対前年同期比

※日清食HDの通期会社計画はレンジの下限を採用
※8月14日までに通期決算を発表した3月期決算のTOPIX採用銘柄（時価総額2,000億円以上）のうち、今期営業増益計画かつ1Q時点の営業利益進捗率が35%以上の主な銘柄

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
①主な高進捗銘柄

会社実績
伸び率

（％）

会社計画

（期初）
⇒

会社計画

（今回）

伸び率

（％）

進捗率

（％）

9532 大ガス 電気･ｶﾞｽ業 73,664 900.0 139,500 ⇒ 139,500 132.5 52.8

4523 エーザイ 医薬品 26,027 250.1 50,000 ⇒ 50,000 24.9 52.1

9021 ＪＲ西日本 陸運業 52,210 167.3 115,000 ⇒ 115,000 37.0 45.4

6526 ソシオネクス 電気機器 10,109 80.7 22,500 ⇒ 22,500 3.6 44.9

2175 SMS ｻｰﾋﾞｽ業 3,729 20.8 8,375 ⇒ 8,375 15.0 44.5

9697 カプコン 情報･通信業 24,047 99.4 56,000 ⇒ 56,000 10.2 42.9

9007 小田急 陸運業 14,620 101.6 35,000 ⇒ 35,000 31.6 41.8

6460 セガサミー 機械 22,556 712.2 55,000 ⇒ 55,000 17.5 41.0

7282 豊田合 輸送用機器 16,386 421.4 40,000 ⇒ 40,000 14.1 41.0

9024 西武ＨＤ 陸運業 14,653 92.2 36,000 ⇒ 36,000 62.5 40.7

7267 ホンダ 輸送用機器 394,447 77.5 1,000,000 ⇒ 1,000,000 28.1 39.4

9045 京阪ＨＤ 陸運業 9,060 44.9 23,400 ⇒ 23,400 14.2 38.7

3231 野村不ＨＤ 不動産業 38,485 3.2 103,000 ⇒ 103,000 3.4 37.4

7203 トヨタ 輸送用機器 1,120,900 93.7 3,000,000 ⇒ 3,000,000 10.1 37.4

8697 JPX その他金融業 25,038 40.8 68,500 ⇒ 68,500 0.4 36.6

2897 日清食ＨＤ 食料品 20,879 57.5 57,500 ⇒ 57,500 3.3 36.3

9008 京王 陸運業 11,973 132.9 21,000 ⇒ 33,000 53.6 36.3

1332 ニッスイ 水産･農林業 9,720 45.6 27,000 ⇒ 27,000 10.3 36.0

8136 サンリオ 卸売業 5,964 150.2 11,200 ⇒ 17,000 28.3 35.1

銘柄名 業種

1Q営業利益（百万円） 通期営業利益（百万円）
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東急不動産HD（3289プライム） オフィス・商業施設の空室率の推移

東急系の大手不動産

都心4区を中心にオフィスビルを保有するほか、東急沿線エリ
アに強みを持つ。1960年代から渋谷や蒲田などで展開する都

市型商業施設「東急プラザ」をはじめ、現在は全国各地で様々
なタイプの商業施設を開発・運営している。また、渋谷駅を中心
とした「広域渋谷圏」や、スマートシティの国家戦略特区である
「竹芝エリア」などでの都市開発も行う。

注目ポイント：構造改革の進展

31/3期を最終年度とする長期経営方針において「事業の再構

築および強靭化」に取り組んでおり、抜本的な再構築が必要と
位置付けた3つの事業①レジャー事業、②ヘルスケア事業、③商
業施設事業の一部譲渡などを行っている。

24/3期1Q決算は前年同期比14.9％増収、同38.7％営業増益

となった。堅調な不動産市場を背景にアセット売却や売買仲介
が好調だったほか、インバウンド需要の増加を追い風にホテル
事業が回復した。また、オフィス・商業施設空室率は1.2％と低

水準を維持しているほか、通期売上予想に対する分譲マンショ
ンの契約割合は87％まで進捗した。再生可能エネルギーや物

流など、戦略投資事業も順調に進んでいる。通期会社計画は従
来予想を据え置いたが、1Q時点の営業利益進捗率は30.8％と
高く、今後の業績上振れ余地を残そう。

出所：QUICK 作成：岡三証券 8月14日現在

株価チャート（週足）

出所：会社資料 作成：岡三証券 直近は2023年6月末時点

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
②注目銘柄



2023年8月17日
投資情報部 株式マーケティングG

大下 莉奈

お客様用資料

最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

0

20

40

60

80

100

120

基礎化学品 機能化学品 ヘルスケア 商社部門ほか

（億円）

23/3期 24/3期

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

（円）

26週線

4

大阪ソーダ（4046プライム） セグメント別売上高（1Q）

ニッチ分野で高いシェアを有する化学メーカー

創業より基盤となっている基礎化学品事業では、かせいソー
ダや次亜塩素酸ソーダなどを生産する。また、機能化学品事業
では、自動車用耐熱・耐油ホースに利用されるエピクロルヒドリ
ンゴムや半導体の封止材などに利用されるアリルエーテル、医
薬品精製で用いられるシリカゲルなど世界的シェアを有する製
品を展開する。

注目ポイント：ライフサイエンス分野の成長

24/3期1Q決算は、前年同期比9.9％減収、同45.5％営業減益

となった。工場の製造設備不具合の影響で、基礎化学品の一部
製品の販売数量が減少したことや、欧米や中国でアリルエーテ
ル関連製品の需要が低下したことなどが重しとなった。

一方、ヘルスケア事業が第3の収益の柱として成長しつつある

点は評価できよう。最先端の分離性能を持つ次世代精製材料
の開発を目指し、今年3月には三菱ケミカルとポリマーゲルの

共同開発・販売について基本合意を締結した。医薬品精製材料
は、糖尿病治療薬および肥満治療薬向けに急速に需要が拡大
する見通しだ。会社側は、新工場建設などに80億円強の増強投
資に加え、営業力を強化することで、31/3期のヘルスケア事業
の収益を2倍に拡大する計画。今後はライフサイエンス分野の
事業成長期待が株価を支えよう。

出所：QUICK 作成：岡三証券 8月14日現在

株価チャート（週足）

出所：会社資料 作成：岡三証券

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
②注目銘柄
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ファンケル（4921プライム） セグメント別売上高（1Q）

無添加化粧品を製造販売

化粧品関連事業では、最先端の皮膚科学研究にもとづく無添
加化粧品「ファンケル化粧品」のほか、「一流ブランドの品質を
1/3価格で提供する」がコンセプトの「アテニア化粧品」などを展

開する。また、栄養補助食品関連事業では、「カロリミット」や
「えんきん」などのサプリメントを展開する。2019年にキリンHD

と資本業務提携を締結した。

注目ポイント：SNS活用など販促強化が奏功

24/3期1Q決算は前年同期比6.0％増収、同84.3％営業増益と

なった。マーケティング手法を見直し、広告費を効率化する一
方で、LINEやアプリなどのコミュニケーションツールの活用や

販売チャネルの多様化に注力した結果、化粧品・サプリの通販
売上が1Qとしては過去最高を記録した。

化粧品事業では、シミ・くすみケア「ブライトニング」などのリ
ニューアルを行った結果、売上伸長と若年層の獲得に成功。「ア
テニア化粧品」は、中国向け越境ECなどで人気化し、1Qとして

過去最高売上を達成した。また、栄養補助食品関連事業では、
中国で主力の「年代別サプリメント」に加え、第2の柱として「カ

ロリミット」が成長している点も見逃せない。インバウンド売上
高も順調に回復しており、今後一段の業績拡大が期待できそう
だ。

出所：QUICK 作成：岡三証券 8月14日現在

株価チャート（週足）

出所：会社資料 作成：岡三証券

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
②注目銘柄
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6

日本製鉄（5401プライム） 実力ベース連結事業利益の推移

世界トップクラスの生産技術を持つ高炉メーカー

鉄鉱石を原料として鉄鋼製品を生産しており、粗鋼生産規模
は国内1位を誇る。世界規模での事業提携にも積極的で、韓国

ポスコと戦略的な事業提携を、アルセロール・ミタルと自動車
鋼板の技術提携をそれぞれ結ぶ。また、中国では宝鋼集団と自
動車用鋼板の合弁会社を設立するほか、国内では神戸製鋼所
と株式持ち合いなどを通じた業務提携を結んでいる。2019年4

月に商号を新日鉄住金から日本製鉄に変更した。

注目ポイント：外部環境に左右されない体質作り

24/3期1Q決算では、国内鋼材需要の低迷や世界粗鋼生産の

減少など厳しい状況が継続した。ただ、不採算事業からの撤退
などを行い固定費の圧縮を進めたほか、高付加価値製品へと
生産をシフトさせた結果、実力ベース連結事業利益*が過去最
高の2,500億円を記録した。

会社側は、「鋼材需要やスプレッドの改善を織り込まない前提
でも、内外鉄鋼需要が大幅に下振れない限り、24/3期の実力
ベース連結事業利益は過去最高の8,400億円を見込む」として
いる。また、原料事業においては、現在約20％の自山鉱比率を

高めることで安定調達確保や原料コストによる国内製鉄事業
利益変動緩和に努める計画だ。外部環境に左右されない体質
作りの進展が引き続き好感されよう。

出所：QUICK 作成：岡三証券 8月14日現在

株価チャート（週足）

出所：会社資料 作成：岡三証券 8月4日現在

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
②注目銘柄

*実力ベース連結事業利益：事業利益から在庫評価差益などを除いたもの
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日立製作所（6501プライム） Lumada事業の売上収益の推移

産業エレクトロニクスで国内最大手

国内最大の産業エレクトロニクス企業。IoT時代を見据え、顧

客データを基に経営課題の解決や事業の成長に貢献する
Lumada（ルマーダ）事業を手掛ける。新興国を中心とした社会
インフラに加え、近年はスイス重電大手のABB社の電力システ

ム事業を買収するなど、再生可能エネルギーなどで拡大が見
込まれる送配電分野にも注力する。

注目ポイント：デジタル分野を軸とした事業成長

24/3期1Q決算は、09/3期より進めてきた事業改革の成果が
確認できる内容となった。主要3部門（①IT、②環境、③産業）の
本業の稼ぐ力を示すEBITA(利払い・税引き・一部償却前利益）
は前年同期比26％増となった。大型買収を通じて強化した海
外事業が好調に推移した。また、調整後営業利益率は5.6％と、
同0.9％ポイント向上した。

Lumada事業も好調で、売上収益は前年同期比30％増となり、
3部門合計に占める比率は28％に達した。従来は家電のIT化な
どに使用されていたLumadaは、現在では店舗での在庫コント

ロールや保守・メンテナンスなど、オペレーション全体で活用さ
れるなど変化しつつある。今後も事業領域を拡大し、会社側は、
25/3期売上収益目標8兆円の約3割にあたる2.65兆円を
Lumadaで稼ぐ計画だ。デジタル分野を軸とした事業成長に対
する期待が引き続き株価を支えよう。

出所：QUICK 作成：岡三証券 8月14日現在

株価チャート（週足）

出所：会社資料 作成：岡三証券 4月27日現在

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
②注目銘柄
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8

アイシン（7259プライム） パワートレインユニット販売台数の推移

トヨタ系の総合自動車部品メーカー

トヨタの持分法適用関連会社。取扱品目は多岐にわたるが、
主要製品は乗用車用オートマチックトランスミッションである。
また、EV向けモーター製品である「eAxle」の開発も行う。得意
先別では、トヨタグループが6割程度を占めるが、フォルクス

ワーゲン・アウディ、ステランティス、第一汽車、広州汽車、スズ
キ、ホンダなどとも幅広く取引する。

注目ポイント：電動化への取り組みを強化

24/3期1Q決算は、前年同期比19.4％増収、同5.2倍の営業増

益となった。半導体不足の改善による車両生産の回復や、
eAxleを含むパワートレインユニット販売台数の増加などが寄
与した。また、既存商品の収益体質改善や、構造改革も進んだ。

当社は、2019年にデンソーと共同でeAxleの開発・適合・販売
に特化した新会社「BluE Nexus」を立ち上げ、2022年より第1

世代eAxleの量産化をスタート。2025年に電動化ユニット生産
数450万基体制の確立に向けて、電動化への取り組みを強化し
ている。 また、2025年頃に、小型車から大型車までサイズや用
途に合わせた3種類の第2世代eAxleを新規投入する計画であ
るほか、さらなる高効率・小型化を徹底した第3世代eAxleも開
発中で、事業拡大へ期待が高まろう。

出所：QUICK 作成：岡三証券 8月14日現在

株価チャート（週足）

出所：会社資料 作成：岡三証券 7月28日現在

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
②注目銘柄



2023年8月17日
投資情報部 株式マーケティングG

大下 莉奈

お客様用資料

最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。
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キャラクター関連ビジネス大手

根強い人気を持つ「ハローキティ」を筆頭に、「マイメロディ」
や「シナモロール」などオリジナルキャラクターを多数展開し、
世界でライセンスビジネスを推進する。国内では、キャラクター
グッズを販売するサンリオショップを全国展開しており、東京
都と大分県でテーマパークを運営。直近1年間の両パークへの
合計入場者数は約164万人に上る（23/3期時点）。

注目ポイント：キャラクターIPの価値向上

24/3期1Q決算は、前年同期比46.9％増収、同2.5倍の営業増

益となった。国内の店舗・テーマパークにおいては、国内客の
増加や外国人観光客により客数が大幅に増加した。また、サン
リオピューロランドで、約3年ぶりに人気の「Miracle Gift

Parade」を再開したことも集客に貢献した。また、国内・海外の

ライセンス事業では、ブランディング戦略を通じて複数のキャ
ラクターIP（知的財産）の価値を高めた結果、ハローキティ以外

のキャラクターの売上比率が向上し、新規ライセンシーの獲得
などが進んだ。

デジタル戦略も進んでいる。アプリ「Sanrio+」の会員数は、6

月末時点で約153万人となった（3月末：約136万人）。会社側は、
デジタル分野や3月よりスタートした教育分野への投資を加速

させるとしており、既存事業の好調に加え、新規事業の成長が
期待できそうだ。

出所：QUICK 作成：岡三証券 8月14日現在

株価チャート（週足）

出所：会社資料 作成：岡三証券

3月期決算企業の24/3期1Q決算まとめ
②注目銘柄



免責事項

・本レポートは、投資判断の参考となる情報提供のみを目的として作成されたものであり、個々の投資家の特定の投資目的、または要望を考慮しているものではありません。
また、本レポート中の記載内容、数値、図表等は、本レポート作成時点のものであり、事前の連絡なしに変更される場合があります。なお、本レポートに記載されたいかな
る内容も、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。投資に関する最終決定は投資家ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。
・本レポートは、岡三証券が信頼できると判断した情報源からの情報に基づいて作成されたものですが、その情報の正確性、安全性を保証するものではありません。企業
が過去の業績を訂正する等により、過去に言及した数値等を修正することがありますが、岡三証券がその責を負うものではありません。
・岡三証券及びその関係会社、役職員が、本レポートに記されている有価証券について、自己売買または委託売買取引を行う場合があります。岡三証券の大量保有報告
書の提出状況については、岡三証券のホームページ(https://www.okasan.co.jp/)をご参照ください。

地域別の開示事項
【日本】

○金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なります。金融商品取引のご契約にあたっては、あらかじめ当該契約
の「契約締結前交付書面」（もしくは目論見書及びその補完書面）または「上場有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜有価証券や金銭のお預かりについて＞

株式、優先出資証券等を当社の口座へお預かりする場合は、口座管理料をいただきません。外国証券（円建て債券および国内の金融商品取引所に上場されている海外
ETFを除きます。）をお預かりする場合には、1年間に3,300円（税込み）の口座管理料をいただきます。ただし、電子交付サービスを契約している場合には、口座管理料は1

年間に2,640円（税込み）とします。なお、当社が定める条件を満たした場合は外国証券の口座管理料を無料といたします。上記以外の有価証券や金銭のお預かりについて
は料金をいただきません。証券保管振替機構を通じて他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振替する数量に応じて、1銘柄あたり6,600円（税込み）を上限として口
座振替手続料をいただきます。
お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜株式＞
・株式（株式・ETF・J-REITなど）の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は最大2,750円（税込み））の
売買手数料をいただきます。ただし、株式累積投資は一律1.265％（税込み）の売買手数料となります。国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお
支払いいただきます。
・外国株式の海外委託取引には、約定代金に対し、最大1.375%（税込み）の売買手数料をいただきます。外国株式の国内店頭（仕切り）取引では、お客様の購入および売
却の単価を当社が提示します。この場合、約定代金に対し、別途の手数料および諸費用はかかりません。

※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課その他の賦課金が発生します（外国取引に係る現地諸費用の額は、その
時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできません）。外国株式を募集等により購入いただく場合は、購入
対価のみをお支払いいただきます。
・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動によって損失が生じるおそれがあります。
・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、株価が変動することによって損失が生じるおそれがあります。
・また、外国株式については、為替相場の変動によって、売却後に円換算した場合の額が下落することによって損失が生じるおそれがあります。
・REITは、運用する不動産の価格や収益力の変動、発行者である投資法人の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により価格や分配金が変動
し、損失が生じるおそれがあります。

＜債券＞
・債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。

重要な注意事項



・債券は、金利水準、株式相場、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による債券価格の変動によって損失が生じるおそれがあります。

・債券は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、債券価格が変動することによって損失が発生するおそれがあり、また、
元本や利子の支払いの停滞もしくは支払い不能の発生または特約による元本の削減等のおそれがあります。
・金融機関が発行する債券は、信用状況の悪化により本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、債権順位に従って元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能性
があります。ただし、適用される制度は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。

＜個人向け国債＞
・個人向け国債を募集により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。個人向け国債を中途換金する際は、次の計算によって算出される中途換金調整額
が、売却される額面金額に経過利子を加えた金額より差し引かれます（直前2回分の各利子（税引前）相当額×0.79685）。
・個人向け国債は、安全性の高い金融商品でありますが、発行体である日本国政府の信用状況の悪化等により、元本や利子の支払いが滞ったり、支払い不能が生じるおそれ
があります。

＜転換社債型新株予約権付社債（転換社債）＞
国内市場上場転換社債の売買取引には、約定代金に対し、最大1.10%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料をいただきます。
転換社債を募集等によりご購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。転換社債は転換もしくは新株予約権の行使対象株式の価格下落や金利変動等による
転換社債価格の下落により損失が生じるおそれがあります。また、外貨建て転換社債は、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

＜投資信託＞
・投資信託のお申込みにあたっては、銘柄ごとに設定された費用をご負担いただきます。
お申込時に直接ご負担いただく費用：お申込手数料（お申込金額に対して最大3.85％（税込み））
保有期間中に間接的にご負担いただく費用：信託報酬（信託財産の純資産総額に対して最大年率2.254％（税込み））
換金時に直接ご負担いただく費用：信託財産留保金（換金時に適用される基準価額に対して最大0.5％）
その他の費用：監査報酬、有価証券等の売買にかかる手数料、資産を外国で保管する場合の費用等が必要となり、商品ごとに費用は異なります。お客様にご負担いただく
費用の総額は、投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、記載することができません（外国投資信託の場合も同様です）。

・投資信託は、国内外の株式や債券等の金融商品に投資する商品ですので、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による、対象組入れ有価証券
の価格の変動によって基準価額が下落することにより、損失が生じるおそれがあります。
・投資信託は、組入れた有価証券の発行者(或いは、受益証券に対する保証が付いている場合はその保証会社)の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変
化等による、対象組入れ有価証券の価格の変動によって基準価額が変動することにより、損失が生じるおそれがあります。
・上記記載の手数料等の費用の最大値は、今後変更される場合があります。

＜信用取引＞
信用取引には、約定代金に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は最大2,750円（税込み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいた
だきます。また、買付けの場合、買付代金に対する金利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただきます。委託証拠金は、売買代金の30％以上で、
かつ300万円以上の額が必要です。信用取引では、委託証拠金の約3.3倍までのお取引を行うことができるため、株価の変動により委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそ
れがあります。

○自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことがあります。
○2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が課税されます。



岡三証券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

一般社団法人日本暗号資産取引業協会

【日本以外の地域における本レポートの配布】

本レポートは、参照情報の提供のみを目的としており、投資勧誘を目的としたものではありません。本レポートの受領者は、自身の投資リスクを考慮し、各国の法令、規則及
びルール等の適用を受ける可能性があることに注意する必要があります。地域によっては、本レポートの配布は法律もしくは規則によって禁じられております。本レポートは、
配布や発行、使用等をすることが法律に反したり、岡三証券に何らかの登録やライセンスの取得が要求される国や地域における国民や居住者に対する配布、使用等を目的と
したものではありません。

※本レポートは、岡三証券が発行するものです。本レポートの著作権は岡三証券に帰属し、その目的いかんを問わず無断で本レポートを複写、複製、配布することを禁じます。
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